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平成２８年度第１回海津市総合教育会議議事録 

１ 日時 

 平成２８年７月１５日（金）午後１時３０分から午後３時１５分 

 ２ 場所 

       海津総合福祉会館「ひまわり」２階 研修室２ 

３ 出席者の氏名 

 海津市長                  松永清彦 

       海津市教育委員会教育長          中野 昇 

       海津市教育委員会教育長職務代理者     森 圭子 

       海津市教育委員会教育委員         大橋 利 

       海津市教育委員会教育委員         近藤昇司 

       海津市教育委員会教育委員         曽根みはる 

４ 調査、説明等のために出席した者の氏名 

       総務部長                 服部尚美  

       危機管理局危機管理監           三木孝典 

       総務部総務課長              寺村典久   

       総務部企画財政課長            白木法久 

       危機管理局危機管理課長          伊藤定巳 

       教育委員会事務局事務局長         伊藤精治  

       教育委員会事務局事務局次長兼スポーツ課長 石原義雄 

       教育委員会事務局教育総務課長       高木みち代 

       教育委員会事務局学校給食センター所長   加賀慎治 

       教育委員会事務局学校教育課長       日比修二 

       教育委員会事務局こども課長        松岡由起 

       教育委員会事務局社会教育課長       伊藤一人 

       教育委員会事務局図書館･歴史民俗資料館館長 金森健吉 

       書 記：教育委員会事務局教育総務課    戸島澄子 

 ５ 傍聴者 

な し 

６ 協議事項 

  （１）防災計画について 

  （２）海津市国際交流生徒派遣事業（仮称）について 

  （３）教育委員会施設の適正配置について 
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発言者 発言内容 

高木教育総務課長 本日は、大変、お忙しいところ、平成28年度第1回海津市総合教育会

議にご出席いただきまして、誠にありがとうございます。この会議は、

市長と教育委員会が十分に意思の疎通を図り、本市の教育に係る課題や

あるべき姿を共有し連携して本市の教育行政に取り組むために開催す

るものです。よろしくお願いします。 

はじめに、松永市長よりごあいさつを申し上げます。 

松永市長 平素から教育行政に力を注いでいただき感謝申し上げます。 

過日の交通事故では大きな怪我がなかったことに安堵しています。ま

た、メディアに対する教育委員会の対応も通学路整備について海津市は

しっかりやっているという姿勢を貫いていただいたことが良かったで

す。 

今日は3つの協議事項を上げていますのでよろしくお願いします。 

高木教育総務課長 

 

出席者紹介。議題に移らせていただきます。 

これより先の進行は市長が行いますのでよろしくお願いします。 

松永市長 はじめに、議題の（1）防災計画について事務局から説明をお願いし

ます。 

伊藤危機管理課長 災害時に学校が避難所に指定されていることから教職員の皆さまに

お願いしたいことということで資料を作成しました。資料１にはお願い

事項を６つあげました。 

１．発災時に情報機器が使用可能かどうかを確認していただいて報告

してもらいたいと思います。 

２．学校施設の安全点検ということで避難するにあたって施設が安全

であるかの確認を担当職員、自治会役員等の方々と一緒にチエックシー

トに基づいて確認をお願いしたいです。 

３．避難所開設運営の支援。市民が避難した場合お客様になる状況が

多いので、市では避難者が自主的に開設して運営するということでマニ

ュアルを作って市民に啓発をしていくことを考えていますが、浸透させ

るには時間がかかるので教職員の皆さまにはマニュアルに沿って開設、

運営へのアドバイスをしていただきたいです。 

４．海津市避難所運営マニュアルの把握ということで「避難所運営マ

ニュアル 概要版」「避難所運営マニュアル資料・様式編」（案）をお配

りしましたが、これは昨年度の防災会議でマニュアルの改訂報告をした

ものなので、28年度には市内のある地区で検証をした後に全市に啓発し



3 

発言者 発言内容 

ていくということで防災会議で承認をいただいているので、まだ（案）

が取れていないものです。     

５．海津市防災リーダーの養成講座は今年9月10日と24日と10月8日と

15日に開催しますので、教職員の方々に受講いただきたいということで

お願いするものです。 

６．昨年度、学校教育課を通じて各学校の避難所開設に関するマニュ

アルがあるかどうかを調査して作成済み学校のマニュアルを載せさせ

ていただきました。このようなマニュアルを未作成の学校でも作成して

いただきたいと考えています。大きな災害があると教職員の方々が避難

所の運営を任されることがありますので、そうならないために市民が主

体性をもって避難所を運営できるように危機管理課としても啓発して

いるところですが、浸透しないうちに発災すると先生方にお世話をいた

だかないといけない事態になることも考えられますのでその際はよろ

しくお願いします。 

松永市長 それでは、ご意見を伺います。 

近藤教育委員 今、自主防災組織を立ち上げているのはいくつぐらいありますか。 

伊藤危機管理課長 自主防災組織の結成率は自治会の割合ではなくて世帯数で出してい

まして現在は約65％です。185自治会あって91の組織が立ち上がってい

ます。 

中野教育長 具体的に教職員へのお願いはどうやってしていかれるのですか。 

伊藤危機管理課長 避難所運営マニュアルを配布するとともに、昨年度、学校教育課で調

査していただいたときに、およそ半分の学校が作成していただいていた

ので６のような計画を作成していただけると良いと考えています。 

中野教育長 校長会等で説明をお願いできませんか。 

伊藤危機管理課長 是非、お願いにあがります。 

三木管理監 この避難所運営マニュアルは基本的には市民によって運営してくだ

さいということとなっていますが、学校でもお手伝いいただきたいとい

うものです。校長会等でお話しする機会を与えていただけるなら出向い

てお話をさせていただきます。 
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近藤教育委員 マニュアルの避難所運営組織の中に施設管理者である校長先生が含

まれていないので付け加えたほうが良いと思います。学校にも順次説明

をしていただきたいですが、発災時にこのとおりに動けるかどうか心配

です。今後、市民にもこのマニュアルは配布していかれると思いますが、

いつ頃配布する予定をしておられますか。 

伊藤危機管理課長 現在、海西地区をモデル地区として、先月初めて避難所運営ゲームと

いう研修を実施したので8月20日にマニュアルの詳細を地区社協と自治

会の役員、小中学校と保育園の先生に説明します。その後、1，2か月後

に避難所や備蓄品を見ていただいて見直しをかけます。来年、2月頃に

現場で訓練を実施して29年度に海西地区で市民対象に防災訓練を行い

ますので、そのときに市内の自治会長さん方に案内を出して見ていただ

いて、その後、配布する計画をしていますので1年先になると思ってい

ます。 

近藤教育委員 学校も市民への浸透の状況を見ながら進めていき、検討していく必要

があると思いました。ただ、夜間や休日にこのマニュアルどおりに進め

ようとすると厳しいのではないかと思います。 

松永市長  水害はある程度、予測ができるでしょうが、本当にひどい場合は学校

だ、行政だと言っている場合ではなくなると思いますのでお互いに協力

してやっていけるようなシステム作りをするために先生方にお願いし

ているものです。 

大橋教育委員 マニュアルを作っていただくのは良いことですが、先生に対する負担

が大きくなることは避けていただきたいと考えます。 

松永市長 そのためのマニュアルです。 

近藤教育委員 平時と有事は違うものです。有事の3日間ぐらいは先生に協力をいた

だくよう話し合っていただきたいです。 

森教育委員 学校にマニュアルを配布してご協力をいただくことは良いことだと

思いますが、発災した直後は施設の管理者である学校の先生方に采配を

振っていただいて避難民を指示する立場は自治会長さんだと思うので、

自治会長さんの意識を高めていくことも先生の協力依頼と共に同時進

行で進めていかないといけないのではないかと思います。今の課長さん

の説明では市民にマニュアルを配布するのに、2年くらいかかるという

ことですが、その間に何かが起こらないとも限らないので、最低限でも

施設管理者と自治会長で協力して2日くらいは避難所を運営していくこ
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とをやらざるを得ないと思います。同時進行で意識改革も進めていくべ

きではないでしょうか。 

松永市長  市としては避難所に何人ぐらい駆けつけることになっているのです

か。 

伊藤危機管理課長  2人ずつ配置していますが、2人とも行けないかもしれないので、避難

所運営マニュアルを改訂して学校から鍵をお借りして、避難所運営委員

会を作っていただいたときに鍵を貸与し、その地区の避難所運営委員会

の役員に鍵を持っていただいて自分たちでも開けられる体制を作って

いきたいと考えています。配置してある職員が行けない場合でも避難所

の運営ができるようにとお話ししているところです。実際、熊本のボラ

ンティアに参加させていただいて避難所を開設している現場へ行った

ときに、地区社協の会長さんのお話で防災訓練のようなものはやったこ

とがないが、上手く運営できたとのことでした。ただ、地区のお祭りな

どの祭事でつながりがあったので混乱することなく、学校の先生方にも

協力していただいて不平不満もなく運営はうまくできたと伺ってきま

した。 

近藤教育委員  住民に意識させることは大切ですが、難しいことだと感じています。

市民には大まかなことでよいので配布していただけるとありがたいと

思います。 

松永市長  校長会等で先生方に説明をさせていただくことと、職員が行けなくな

った場合はお願いしたいということを自治会に周知していくというこ

とでよろしいか。 

全委員  よろしい。 

松永市長  ご意見がないようですので、議題（1）防災計画については終わりま

す。 

次に、議題(2)海津市国際交流生徒派遣事業（仮称）について説明を

求めます。 

伊藤社会教育課長 現在、社会教育課では霧島交流と酒田市交流を実施しています。酒田

市交流は小学生が対象で霧島交流は中高生が対象ですが、新規事業とし

て中高生を対象に海外、オランダ研修をやってはどうかという提案をさ

せていただきます。平成30年度に研修に行くということで今回はヨハネ

ス・デ・レーケの生まれ故郷のコリンスプラートをと考えています。新

規の国際交流事業なので平成28年度は運営に関する規程を作成し、今年
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度11月にオランダ領事館を通じて現地に出向き協議をしてきたいと考

えています。それを持ち帰って平成29年度に実施要領の調整をして12

月に事業説明会を開催後に、参加募集をかけます。この事業は中学生と

高校生を対象に考えていますので「海津市中高生国際交流事業に関する

規程」（案）としました。実施要領を作成すると規程の中に明記してお

ります。今回はオランダの実施要領を定めるとしました。経費の負担は

すべての渡航費用の2分の1または、15万円を上限としましたが、ご協議

をお願いします。実施要領ですがオランダ領事館へ持って行く、たたき

台としてご提示させていただきます。応募資格を市内在住の中高校生と

し、中学生は各校2名、高校生は海津明誠高校生2名、市外の高校へ通う

子を2名の合計10名と引率が5名の合計15名の予定をしています。応募に

ついて中学生は学校長に推薦していただき、高校生はまず海津明誠高校

に依頼をして2名お願いし、どうしても参加者がない場合は市内在住の

高校生を4名公募をかけてはどうかと考えています。交流の日程は示さ

せていただきましたが現地に赴いて変更する場合もあります。予算です

が、渡航費用はこの時期に行くと1人38万円ぐらいかかるそうなので全

体で600万円ですが個人負担分で15万円の10名分の150万円歳入がある

ので市の持ち出しは450万円ぐらいとなります。 

近藤教育委員 個人的にはこの事業は賛成していますが、オランダの社会情勢を見極

めていただきたい。規程に期日がありますが毎年、実施する予定ですか。

期日がうたってあると30年だけ実施するのかと思ってしまうのでどう

でしょうか。 

伊藤社会教育課長  実施要領は毎年、教育委員会にあげさせていただくことにしたいと考

えています。 

近藤教育委員  個人負担の15万円は近隣の市町村でもこのくらいですか。 

伊藤社会教育課長  だいたいこのくらいです。あちらでホームステイができれば安くなる

と思いますが事業が定着するまでは15万円でいきたいと考えています。 

松永市長  高校生も入れたのはなぜですか。 

伊藤社会教育課長 検討課題として霧島交流であちらの担当者から中学生だけにしても

らえないかという話をいただいていますので、その関係で高校生も含め

ました。また、近隣の市町も同じように高校生を入れています。 

中野教育長 海津町で以前に実施していたアボンデールの研修も個人負担は15万

円としていたそうです。 
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松永市長 他に、ご意見はありませんか。 

ないようですので、次の議題(3)教育委員会施設の適正配置について

説明を求めます。 

松岡こども課長  計画案の説明の前に事務局長より「施設の適正配置」「保育事業の現

状」についてご説明します。 

伊藤事務局長 資料「施設の適正配置（少子化の現状）」をご覧ください。 

ここでは、小学校区ごとに海津市が誕生した平成 17 年と今年を対比

する形で、15歳未満の年少人口を中心にその 11年間の変化の特徴をご

説明します。全体としては、10の小学校区の全てで 65歳未満の年少人

口と生産年齢人口の減少、及び 65 歳以上の高齢者人口の増加がみられ

ます。また、吉里及び大江を除く 8の小学校区で年少人口の減少に規則

性が見られます。 

最初に、海津市全域の状況を資料 14ページでご説明します。 

年少人口は、近年、1年間に 150人程度、減少する状況が続いています。

その結果、こどもの数は 11年間で 1,590人、その割合は 2.8ポイント

減少しています。 

1ページに戻ってください。高須地域は、総人口 6,260人、市内で 2 

番目に大きい小学校区で H17から H28の 11 年間で最も人口減少が少な

かった地域（▲8%）です。高齢化率も最小の 27.4％ですが、近年、少

子化が加速しています。 

 次に、3ページをご覧ください。東江地域は、年少人口が▲40.5％減、

総人口に占める割合も▲4.4 ポイント減少して 10.3％、また総人口も

▲15.0％減と、ともに市内で最悪の状況にあります。 

4ページをご覧ください。大江地域は総人口 1,713人と、H17当時と 

変わらず最も人口の少ない地域ですが、11年間の人口の減少は 8.1％と

高須地域に次ぐ低さです。しかし、総人口に占める年少人口の割合は

10.7％、高齢化率は 31.0％と市内で 3番目、2番目に悪い状況にありま

す。 

次に 7ページをご覧ください。今尾地域は総人口 4,638人、市内で 4 

番目に大きい小学校区ですが、この 11年間の人口減少は 14.2％、子供

に限っては 32.6％減と、それぞれ 2番目、3番目に悪い値です。しかし、

近年は少子化に鈍化の傾向が見られます。 

次に、8ページをご覧ください。海西地域は、10の小学校区で唯一、
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近年、幼児の数が増加しています。その結果、年少人口の減少に鈍化の

傾向が見られます。 

10ページをご覧ください。石津地域は市内で最も大きな小学校区で、

総人口は 7,471人、11年間の人口の減少は▲9.3％と比較的低い状況に

ありますが、高齢者人口は最悪の 51.8％増、高齢化率は 18.4％から

30.8％と最も進展しました。 

次のページをご覧ください。城山地域は総人口が 5,766人と市内で 3

番目に大きい小学校区で、年少人口は 11年間の減少が 17.6％と最も減

り幅が小さく、現在は総人口に占める年少人口の割合が 12.0％と最も

高くなっています。 

次のページをご覧ください。下多度地域は高齢化の進展が石津地域に

次いで高く、その割合は 32.4％と市内で最も悪い状況を呈し、他方、

年少人口もこの11年間で35.7％減少して総人口に占める割合は10.6％

と東江地域に次いで低い状況にあります。 

ここまで、各地域の特徴的な事情をご説明しましたが、次に 18 ペー

ジから各小学校の児童数の推移をご説明します。 

この高須地域では少子化が進行しているとご説明しましたが、高須小

学校の児童数は、現在、住民登録人口から推察すると 333 人ですが、6

年後は、最悪のケースで2/3の213人まで減少することが考えられます。

次に、吉里と大江の小学校区は、少子化に規則性が見られず、6年後の

児童数に大きな落ち込みはないといえます。しかし、東江と西江につい

ては、最悪、現在の児童数が 3/4、2/3 にそれぞれ減少することが考え

られます。この結果、6年後の海津町地域の 5つの小学校の児童数の合

計は、464 人程度まで減少することが想定され、これは平成 17 年当時

の高須小学校の児童数 428人と大差無い状況といえます。 

海西小学校は、市内の小学校で、唯一、児童数の増加が見込める小学

校で、6年後には 120人規模になりますが、その後もこの状況が続くか

は、不明です。 

28 ページをご覧ください。これは今年 4 月 2 日現在の各小学校区の

年少人口を棒グラフにしたものです。今年の 0歳人口は昨年の 167人か

ら 29人増の 196人と増加に転じていますが、これは石津地区 19 人、城

山地区 9人の増加によるものです。 

次に、資料「保育事業の現状（年度末の状況）」をご覧ください。 
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現在、運営の民営化を含む保育所の適正配置に着手していますので、

過去 5年間の年度末の園児数を市営事業と民営事業に分け、両者を対比

する形で保育事業の現状をご説明します。 

2 ページの左のグラフは、少子化により 5 年間で幼児が▲259 人、園

児は▲111人の状況にありますが、保育サービスの利用者は低年齢層を

中心に増え、その割合は全体で 4.8ポイント上昇しました。 

3ページは民営事業と市営事業を比較していますが、この 5年間、市

営事業は 420人前後の園児を確保していますが、一方、民間事業所は全

体で 100 人余りの園児を失っており、特に園児数が減った 27 年度はシ

ェアが 6割を下回りました。また、園児の年齢が低いほど民間事業所の

利用が高くなる傾向が見られますが、27 年度は全体として市営事業所

のシェアの拡大が見られました。 

4ページは事業所ごとの園児数の推移を表していますが、全体として

下段の民間事業者に園児数の減少が見られ、運営が厳しさを増す状況を

感じます。 

「施設の適正配置」をご覧ください。この資料は小学校区ごとに合併し

た平成17年から28年までの15歳未満の人口の変動を表しました。14ペー

ジの全体の状況ですが年少人口は11年間で1,590人減少しました。高須

小学校区は17年から28年までで人口の減少率が8％と最も少なかった地

域でしたが、幼児の減少は顕著になってきました。東江小学校区は年少

人口が11年間で40.5%減少しました。市内で最悪の地域に当たります。

大江小学校区をご覧ください。平成17年と変わらず人口が少ない地域で

すので人口の減少も8.1%と少ないですが、総人口に占める年少人口の割

合は10.7%、高齢化率は31%と市内で2，3番目に悪い地区です。今尾小学

校区をご覧ください。11年間の人口減少は14.2%で年少人口の32.6%の減

と市内で2，3番目に悪い数字を示していますが、近年は少子化の鈍化の

傾向にあります。次に海西小学校区をご覧ください。小学校区で唯一、

近年幼児の数が増加する傾向にありましたので全体の年少人口に鈍化

の傾向が見られます。次に、石津小学校区をご覧ください。この小学校

区は市内の小学校区で最も人口が多い校区です。総人口7,471人で11年

間の人口の減少は9.3%と比較的低い数値ではありますが、ただし高齢者

人口の増加は51.8%で高齢化率は18.4%から30.8%と最も増加していま

す。次に、城山小学校区をご覧ください。総人口5,766人で3番目に人口
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が多い校区です。年少人口の減少は11年間で17.6%と最も少ない校区で

す。また、総人口に占める年少人口の割合は12%と最も高い校区です。

次に、下多度小学校区をご覧ください。高齢化の進展が高く32.4%と市

内で最も悪い数値を示していますので年少人口も総人口に占める割合

は10.6%と東江小学校区に続いて悪い数値になっています。続いて、18

ページには住民基本台帳を元にした小中学校区別の生徒数の変動を示

しています。高須小学校区では少子化が進んでいるというお話をしまし

たが現在の住民登録人口は333人ですが6年後には213人まで減少すると

思われます。吉里小学校区、大江小学校区は少子化の変動に規則性が見

られないというお話をしましたが、これからは大きいな変動はないと考

えます。東江小学校区と西江小学校区は規則性が見られるので最悪、東

江小学校区については4分の3、西江小学校区について3分の2まで減少す

ると考えられます。この結果6年後の海津町地域の児童数の合計は464

人程度と考えられますので平成17年当時の高須小学校1校の児童数428

人と大差ないぐらいに減少すると見込まれます。22ページの海西小学校

区は先ほど申し上げたように幼児の数が増えていますので6年後の小学

校の児童数は現在の100人から120人程度まで増えると思われます。ただ

し、その先増え続けるかどうかは不明です。28ページは今年の4月2日現

在の小学校区ごとの0歳から11歳までの人数を表したものです。全体で0

歳の人口は196人と前年の167人から増加しています。石津小学校区と城

山小学校区で0歳児の人数が1歳児より増えたことが大きな要因ではな

いかと思いますが人口増加に転ずるほどではありません。  

次に、「保育事業の現状」をご覧ください。今年、施設の民営化に取

り組んでおりますのでその観点から説明をさせていただきます。これは

3月1日現在の園児数です。こども課ができてから6年目なので5年間のデ

ータしかありませんが、2ページでは0歳から5歳児の人口に対する保育

サービスを受けられる割合を表しています。人口の減少とともに保育サ

ービスを受ける人は100人程度減ってきていますが割合は増える傾向に

あり、中でも0歳児と1歳児の利用者が増加しています。次のページでは

民間事業所と公立事業所と分けて表しています。過去5年間で公立の保

育所では432人から428人とほぼ変わりはありませんが、民間事業所は

729人から622人までの約100人減少しています。これを見ると市は維持

できますが、民間事業所は園児確保に苦労しておられることが見て取れ
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ます。この現象は昨年、特に顕著に表れており、前年の36.9%対63.1%

が40.8%対59.2%と差が縮まったことで見て取れます。0歳と1歳のサービ

ス利用者が増えたと申し上げましたが、平成23年状況と昨年の状況を比

較すると平成23年当時は圧倒的に民間事業所を利用する子が多かった

ですが昨年は全年齢で公立の利用者が増えて全体的に園児数を維持で

きています。4ページでは各園の園児数の推移を表しています。上段は

公立の6施設、下段は民間が運営する7施設です。傾向として下段の民間

が運営する施設は園児数が減少していて経営が苦しくなりつつあるよ

うに感じます。 

松岡こども課長  引き続き説明します。事務局長がご説明差し上げました現状を踏まえ

まして教育委員会では「海津市公共施設等総合管理計画」に基づき子ど

も・子育て施設の適正配置について具体的な計画案を作成しました。各

保育園、幼稚園について個別に説明会を開催し、期間は7月20日までで

現在はパブリックコメントの最中です。今のところ直接この計画の見直

しを必要とするようなご意見はいただいていません。資料にはスケジュ

ールを示させていただいています。西島・海西保育園の民営化につきま

しては8月に引受公私連携法人の選定委員会を設置し9月に募集をかけ

決定し、10月に引き継ぎの協議を開始します。下多度幼稚園の廃園につ

きましては、来年度は5歳児のみを募集し最後の1年間の運営を行いま

す。計画どおりに進んだ場合、29年度は公立の園で認定こども園でない

ところは下多度幼稚園、西島保育園、海西保育園です。民間の保育園は

すべて認定こども園になる予定です。30年度は西島保育園、海西保育園

が民営化されると考えて市内の12ヶ所の施設は認定こども園となりま

すので幼児教育・保育の両方を提供できる施設として運営をしていくこ

ととなります。これが市内の各園の理想的な配置と考えております。ま

た、辛亥子育て支援センターについての個別計画は作成していません

が、公共総合計画及び第2次公共的施設見直し工程表のとおり高須小学

校南舎への移転を計画しておりますので、今年度改修のための設計を行

い来年度には改修を実施して30年度より事業を開始することとしてお

ります。今回お願いしたいことは、計画実施後の各施設の管理について

です。民営化する2園については公私連携保育法人の方式をとりますの

で無償貸与となります。公私連携保育法人とは、昨年度子ども子育ての

新制度として新しくできました。市と法人が基本事項や設置、運営に関
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して必要となる事項について協定を結んで、その運営に関して市と一体

で管理を行いますが、土地や建物については無償貸与、もしくは時価よ

り安い対価で貸し付け、または譲渡することになります。まだ、実施し

ている市町は少ないですが計画しているところは多く見られます。施設

のメンテナンスは法人で行っていただきます。ソフト面の指導は継続し

て行っていきます。下多度幼稚園は小学校施設内にありますので閉園後

は城山幼稚園と同様に小学校施設として教育委員会で管理することと

なります。辛亥子育て支援センターにつきましては耐震補強もできない

老朽化施設ですが、現在は投票所として使用していることや地元の社協

が使用しているという現状を踏まえて、今後は、教育財産から普通財産

に用途を切り替えて活用方法は市で検討をしていただきたいと考えて

います。 

伊藤事務局長  先ほど資料の説明でお話ししましたが幼児の数は減少していきます

ので施設の民営化だけではなく、廃止も含めた検討が必要になると思い

ます。また、小中学校も今後は同じ状況となってきますので資料を出し

ながら検討をお願いしていきます。 

寺村総務課長  辛亥子育て支援センターの投票所につきましては今後、検討していき

ます。 

曽根教育委員  地元で子どもを見なくなりました。出産、子育てがしやすい環境を作

っていただきたい。 

近藤教育委員  市長さん、行政として少子化の対する政策を打ち出していただくこと

をお願いしたいです。少子化は小学校の統合問題にもつながってくると

思います。 

松永市長  他にご意見はありませんか。 

全委員 ありません。 

松永市長 ないようですので、議題(3) 教育委員会施設の適正配置については終

わります。 

議題はすべて終了しましたが、３．その他ありませんか。 

全委員  ありません。 

高木教育総務課長  それでは、ないようですので、これで総合教育会議を終了します。本

日はありがとうございました。 

閉会 午後３：１５ 


